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１． はじめに

〇泊３号炉では発電所建設時，敷地の岩盤状況等を踏まえ，旧汀線より海側においては朔望平均満潮位H.W.L.
（既工認時T.P.＋0.26m）に地下水位を設定し，耐震設計の条件とした。

〇旧汀線より山側においては，土地造成前の地下水位観測記録（1998年１月～1999年12月）の最大値（T.P.＋
2.82m）を基に，建屋基礎掘削による地下水位の低下を考慮し，屋外重要土木構造物はT.P.＋2.8mに地下水位を
設定し，原子炉建屋等は地下水位を考慮しないことを，耐震設計の条件とした。

〇原子炉建屋等の建屋基礎直下及びその周囲には，地下水排水設備（1-1図）を設置していた。（添付資料１）

〇今後，岩着構造の防潮堤設置（1-2図）に伴い，地下水の流れが遮断されるため，地下水が山から海へ向かう従来
の流動場が変化する可能性がある。従って，泊３号炉における施設等（2-1表）の耐震設計においては，地下水の流
動場の変化を確認した上で，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」
（以下，「設置許可基準規則」という。） に対する基準適合性を確認する必要がある。

1-1図 地下水排水設備の概念図 1-2図 岩着構造の防潮堤概要図
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１． はじめに

〇次項以降では，泊３号炉の施設等の耐震設計で用いる設計地下水位の設定方針※において，原子炉建屋，原子炉

補助建屋，ディーゼル発電機建屋及びＡ１，Ａ２－燃料油貯油槽タンク室（以下，「原子炉建屋等の主要建屋」とい

う。）における設計地下水位を建屋基礎底面下に設定することを踏まえ，防潮堤の設置以降に地下水位を建屋基礎

底面下に保持するために地下水の集水及び排水機能を担う設備（以下，「地下水排水設備」という。）に課すべき設

備要件を検討し，既存の地下水排水設備（以下，「地下水排水設備（既設）」という。）に施す信頼性向上対策を取り

纏めた。

※ 設置許可基準規則第４条「地震による損傷の防止」に関する適合状況説明資料 別紙-10「設計地下水位の設定方針について」

に詳述。当該別紙について、以下「別紙-10」という。
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２． 設計地下水位の設定方針（１／２）

○別紙-10では，泊３号炉における施設等の設計の基本方針を下記とした上で，施設等の設計地下水位の設定方針
を別紙2-1表の通りとしている。

・ 原子炉建屋等の主要建屋は，地下水排水設備の機能に期待し，建屋基礎底面下に地下水位を保持することで，揚
圧力を考慮せず設計する方針とする。

・ 原子炉建屋等の主要建屋以外の施設等については，地下水排水設備の機能に期待せず，防潮堤設置後の地下水
位を三次元浸透流解析による予測解析にて確認し，設計地下水位を改めて設定した上で，揚圧力及び液状化影響
を考慮した場合においても，当該施設の機能が損なわれないように設計する方針とする。

２． 設計地下水位の設定方針

2-1表 施設等の地下水位の設定方針
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２． 設計地下水位の設定方針（２／２）

２． 設計地下水位の設定方針

○2-1表では原子炉建屋等の主要建屋における設計地下水位の設定方針を「地下水排水設備の機能に期待して，設

計地下水位を設定」としている。

○原子炉建屋等の主要建屋基礎下には建設時から地下水排水設備（既設）が設置されているものの，これまでは地下

水排水設備（既設）の機能に期待せずとも，敷地の地下水は地下部で海に流れ込む前提としており，原子炉建屋等

の主要建屋の施設設計では地下水位を考慮していなかった。

○しかし，防潮堤の設置後には，海への地下水の流れが遮断されることを考慮し，建屋基礎底面下の地下水を排水す

る機能に期待して設計地下水位の設定が必要となるため，４項以降（p.9～）において地下水排水設備に課すべき

設備要件を明らかにした上で必要な対策を定める。
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３． 地下水排水設備と設置許可基準規則の関連性

〇２項（p.6）で記載したように，別紙-10では原子炉建屋等の主要建屋の設計の基本方針を「地下水排水設備の機能
に期待し，建屋基礎底面下に地下水位を保持することで，揚圧力を考慮せず設計する方針とする。」としている。

〇ここで，泊３号炉の原子炉建屋等の主要建屋は，主に岩盤や他構造物に囲まれており液状化影響は生じないことか
ら，上記の基本方針は地下水排水設備に期待する機能として，「揚圧力影響の排除」に限定した記載としている。
（添付資料２）
揚圧力影響は建屋の耐震評価で考慮すべき評価条件であるため，泊３号炉では揚圧力影響の排除に期待する目的
で設置される地下水排水設備を，設置許可基準規則第４条への適合のために必要な設備と位置付ける。また，設置
許可基準規則第39条は第４条と同様の要求であり，第４条への適合をもって第39条への適合性を確認する。

※ 地下水排水設備に対し湧水ピット水位を一定の範囲に保持する機能に期待して評価を行っている第９条「溢水による損傷の防止」の基準適合性
と地下水排水設備の関連性については，設置許可基準規則第９条「溢水による損傷の防止」に関する適合状況説明資料で別途説明する

3-2図 A1-A1断面図

3-3図 B2-B2断面図
3-1図 断面指示図

（A2-A2断面，B1-B1断面は添付資料２を参照）
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１／１８）

〇本項では，地下水排水設備の供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析を行う。

・ まず，分析項目を決めるために必要な前提条件を整理したうえで，整理結果を踏まえた分析を実施する。

・ 更に，分析結果から地下水排水設備に課すべき設備要件を定める。

(1)前提条件

①地下水排水設備の目的及び機能

・ 地下水排水設備の機能は，原子炉建屋等の主要建屋に適用する設計の前提が確保されるよう，
「地下水位を建屋基礎底面下に保持する」ことである。

・ 地下水排水設備が機能することにより，原子炉建屋等の主要建屋の基礎底面下に地下水位が保持
され，建屋に生じる揚圧力影響が排除される。この地下水排水設備の機能を考慮した設計地下水位
を設定し，原子炉建屋等の主要建屋の耐震性が損なわれないよう設計する。

②機能維持を要求する期間

・ 原子炉建屋等の主要建屋には，多数の重要安全施設や重大事故等対処施設が設置されており，
各々がその機能を必要とされる通常運転時から重大事故等時まで，原子力発電所の供用期間の
全ての状態において機能維持が必要である。

・ 具体的には，原子力発電所の以下の状態において，地下水排水設備の機能を維持する必要がある。

●通常運転時（起動時，停止時含む） ●運転時の異常な過渡変化時

●設計基準事故時 ●重大事故等時

・ また，プラント供用期間中において発生を想定する大規模損壊についても，その発生要因とプラント
の損壊状況を踏まえ，地下水排水設備の設計を行う上で配慮する。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（２／１８）

③機能喪失時の影響
・ 地下水排水設備の機能喪失を想定した場合，泊３号炉では比較的短時間で原子炉建屋等の主要建屋周囲の

地下水位が上昇し，建屋の設計条件を逸脱する。（添付資料３）

・ 更に，地下水位が上昇して建屋の設計条件を逸脱した状態で基準地震動に相当する規模の地震が発生すると，
原子炉建屋等の主要建屋の耐震性に影響が及ぶ可能性がある。

・ 以上を踏まえ，ある一定の期間において地下水の排水機能が喪失する状態を許容した上で，補修作業や代替
措置によって地下水の排水機能を復旧又は維持することは選択肢として考慮せずに，地下水排水設備の設備
要件を定める。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（３／１８）

(2) 分析項目（1/2）

(1)の前提条件を踏まえ，供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（分析１～４）を行う。

【分析１：想定する機能喪失要因の抽出】

○ 地下水排水設備の機能を供用期間の全ての状態において維持するため，前提条件として整理した機能喪失時

の影響も考慮のうえ，対処すべき機能喪失要因を網羅的に抽出し，必要な対策について整理する。

・ 地下水排水設備の機能ごとに，想定される単一の機器故障を考慮する。

・ 地下水排水設備の機能ごとに，設置許可基準規則第３条から第13条までにおいて考慮することが要求される

事象を抽出し，上記の機器故障と合わせて「想定する機能喪失要因」とする。

・ なお，設置許可基準規則第14条から第36条までに対しては，4-1表のとおり，地下水排水設備に対する機能

について影響するものではないので機能喪失要因の対象とはならない。

・ 標準的な地下水排水設備の構成部位を設定（4-2表）した上で，地下水排水設備の構成部位が想定する機能

喪失要因により機能喪失するかを分析（4-3表）する。

・ 分析結果を踏まえ，地下水排水設備の機能維持の観点から必要な対策について整理する。

【分析２：想定する機能喪失要因で生じる各事象の抽出】

・ 分析１から抽出された，地下水排水設備の機能喪失要因となる事象が発生した場合に，同時に「運転時の異常

な過渡変化」，「設計基準事故」又は「重大事故等」 (以下，「各事象」という。)が発生するかについて分析
（4-4表）する。

・ 分析結果を踏まえ，地下水排水設備の機能維持の対策に加え，追加の対策が必要であるかについて整理する。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（４／１８）

(2) 分析項目（2/2）

【分析３：各事象と排水機能喪失の重畳に伴う影響確認】

・ 各事象の発生後に，何らかの原因により地下水排水設備が機能喪失した場合を想定し，運転時の異常な過渡

変化等の事象収束に対して影響があるかを分析（4-5表）する。

・ 分析結果を踏まえ，地下水排水設備の機能維持の対策に加え，追加の対策が必要であるかについて整理する。

【分析４：大規模損壊の考慮】

・ プラント供用期間中において発生を想定する大規模損壊時の対応についても，地下水排水設備の設計を行う

上で配慮する。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（５／１８）

(3) 想定する機能喪失要因の抽出（分析１） （1/3）

a． 関係する条文の抽出

○地下水排水設備の各構成部位が機能喪失する可能性のある事象として，機器の故障に加え，設置許可基準規則第３条

から第13条までの要求事項を踏まえ，地震（第４条），津波（第５条），外部事象（地震，津波以外）（第６条），内部火災

（第８条），内部溢水（第９条）及び誤操作の防止（第10条）が考えられるため要因として抽出した（4-1表）。

○これ以外の設置許可基準規則における設計基準対象施設に対する要求は，個別設備に対する設計要求である等の

理由から機能喪失する可能性のある事象から除外した。

【分析1】

4-1表 地下水排水設備の機能喪失要因と設置許可基準規則との関係
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（６／１８）

4-2表 地下水排水設備の構成部位

【分析1】

(3) 想定する機能喪失要因の抽出（分析１） （2/3）

b．各構成部位の機能喪失要因の分析

○標準的な地下水排水設備の構成部位として，地下水排水設備（既設）の構成部位を参考に，4-2表のとおり

設定する。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（７／１８） 【分析1】

(3) 想定する機能喪失要因の抽出（分析１） （3/3）
○標準的な地下水排水設備の構成部位を設定した上で，地下水排水設備の各構成部位が，抽出した機能喪失要因

により機能喪失するかについて分析する。分析の前提条件と分析結果は下記のとおり。

＜分析１の前提条件＞
・ 機能喪失有無の判定においては，地下水排水設備に必要となる設計上の配慮事項を抽出する観点から，全ての

構成部位について，機能喪失要因に対する設計上の配慮が講じられていない状態を前提とする。
・ 外部事象に対する分析では，地下水排水設備の全ての構成部位が屋外に設置されている状態を前提とする。

＜分析結果＞
・ 分析の結果，地下水排水設備の各構成部位に対する機能喪失要因として4-3表のとおりの結果を得た。
・ これらの機能喪失要因を踏まえ，地下水排水設備の設計上の信頼性を向上させる観点から，4-6表（p.25）の

とおり設計上の配慮を行う。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（８／１８）

4-3表 地下水排水設備の機能喪失要因と設置許可基準規則との関係

【分析1】

排水機能
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（９／１８）

(4) 想定する機能喪失要因で生じる各事象の抽出（分析２）
○地下水排水設備の機能喪失要因により，同時に各事象が発生するかについて分析を行い，事象収束にあたり追加の対策

が必要かについて確認する。

＜分析２の前提条件＞
・ 地下水排水設備の機能喪失要因として，分析１により抽出された項目を前提とし，ここでの分析を行う。
・ 地下水排水設備の全ての構成部位について，機能喪失要因に対する設計上の配慮が講じられていない状態を前提とする。
・ 電源に関して，内部事象と外部事象に対する防護対策が施されている非常用ＤＧの共通要因による機能喪失は考慮しない。

また，非常用ＤＧの状態について，プラント運転中は２系列が待機状態にあることとする。
・ 外部電源は基準地震動未満の地震により機能喪失する可能性があるため，機能喪失状態を前提とする。さらに，プラント

停止中は非常用ＤＧ本体又は海水系片系が点検のために待機除外である状態を想定する。また，プラント停止中の非常用
ＤＧに対しては，起動失敗等の機器の故障を考慮する。

＜分析結果＞
・ 4-4表（1/3）に示すとおり，地下水排水設備が機能喪失する事象発生時には，当該事象により敷地外の送変電設備が

損傷し， 「運転時の異常な過渡変化（外部電源喪失）」が発生する可能性がある。
・ これを防止するために，地下水排水設備には，外部電源喪失に配慮した設計が必要となる。
・ また，各事象が収束した以降も収束状態を維持する観点から，建屋の耐震性の継続的な確保が必要である。
・ このため，地下水排水設備の各機能喪失要因に対する設計上の配慮を行うことで，「地下水排水設備の機能喪失により

地下水位が上昇した状態で基準地震動規模の地震が発生する」という状況を回避でき，建屋の耐震性が確保されること
となる。

・ 上記の配慮を行うことで，通常運転中の安全施設（異常発生防止系及び異常影響緩和系）への影響を防止することが
できている。

・ 4-4表（3/3）に示すとおり，地下水排水設備が機能喪失する事象発生時には，同時に「全交流動力電源喪失（停止時）」
が発生する。

・ このことから，地下水排水設備の機能喪失要因に配慮した対策及び非常用電源に関する信頼性向上の観点で代替電源
設備からも電源供給可能な設計とすることにより，地下水排水設備の信頼性を向上させることができる。

【分析2】
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１０／１８）

4-4表 地下水排水設備の機能喪失と同時に発生の可能性がある事象の分析（1/3）

【分析2】
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１１／１８）

4-4表 地下水排水設備の機能喪失と同時に発生の可能性がある事象の分析（2/3）

【分析2】
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１２／１８）

4-4表 地下水排水設備の機能喪失と同時に発生の可能性がある事象の分析（3/3）

【分析2】
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１３／１８）

(5) 各事象と排水機能喪失の重畳に伴う影響確認（分析３）
〇各事象が発生した状態で，地下水排水設備が機能喪失した場合を想定し，事象収束にあたり追加の対策が必要

かについて確認する。分析の前提条件と分析結果は以下のとおり。

＜分析３の前提条件＞
・ 各事象の発生後に地下水排水設備が機能喪失する状態及び地下水排水設備の機能喪失後に，さらに基準

地震動規模の地震が発生する状態に対し分析する。

・ 地下水排水設備の全ての構成部位について，機能喪失要因に対する設計上の配慮が講じられていない状態
を前提とする。

＜分析結果＞
・ 4-5表に示すとおり，地下水排水設備は，事象収束に必要な緩和機能を有していないため，事象の収束に直接

は影響しない。

・ しかしながら，地下水排水設備の機能喪失により地下水位が上昇している状態で，同時に基準地震動規模の
地震の発生を想定した場合には，原子炉建屋等の主要建屋の耐震性に影響が及ぶ可能性があることから，
事象の収束に対する影響の懸念がある。

・ このため，地下水排水設備の各機能喪失要因に対する設計上の配慮を行うことで，「地下水排水設備の機能喪失
により地下水位が上昇した状態で基準地震動規模の地震が発生する」という状況を回避でき，建屋の耐震性が確
保されることとなる。

【分析3】



22

４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１４／１８）

4-5表 「運転時の異常な過渡変化」，「設計基準事故」又は「重大事故等」が発生した状態で
地下水排水設備が機能喪失した場合の影響（１／２）

【分析3】
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１５／１８）

4-5表 「運転時の異常な過渡変化」，「設計基準事故」又は「重大事故等」が発生した状態で
地下水排水設備が機能喪失した場合の影響（２／２）

【分析3】



24

４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１６／１８）

(6) 分析結果を踏まえた信頼性向上のための配慮事項

〇分析１から分析４までの整理を踏まえ，原子力発電所の供用期間の全ての状態において，地下水排水設備を機能

維持する観点から，地下水排水設備の設計に係わる信頼性向上のための配慮事項は以下（◆）のとおりとなった。

〇なお，分析４における具体的なプラント損壊状態と設計上の配慮事項については，大規模損壊に対する対応として

別途説明する。

◆ 分析１の結果から，地下水排水設備に対して配慮すべき機能喪失要因が抽出されており，これに対する個々の

配慮事項を4-6表のとおり整理した。

◆ 分析２の結果からは分析１と同様の対策(4-6表)が必要という結果を得た。

◆ また，これに加えて，プラント停止時における全交流動力電源喪失への配慮として，代替電源設備からの電源

供給が可能な設計とする。

◆ 分析３の結果からは，分析１と同様の対策(4-6表)が必要という結果を得た。

◆ 以上のとおり，分析１から分析３の結果を踏まえ，地下水排水設備の信頼性向上の観点から対策を講じること

とする。

◆ なお，分析４については，分析１から分析３での対策により，設計上の配慮を行うことができる。

◆ また，上記のような信頼性向上の観点からの対策を行ってもなお，機器故障により地下水排水設備１系列が

動作不能となる状態も考え，可搬型水中ポンプを用いた機動的な措置について手順等の整備を行う。

(７項（p.38～）参照)
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１７／１８）

4-6表 機能喪失要因とこれを踏まえた設計上の配慮事項
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．１ 供用期間中における機能維持に必要な耐性の分析（１８／１８）

4-1図 設計上の配慮事項を反映した電源系，監視・制御系の系統構成概要

(7) 監視・制御機能及び電源接続の系統構成
〇4-6表に示す地下水排水設備に対する設計上の配慮事項を反映した電源系，監視・制御系の系統構成概要を

4-1図に示す。排水ポンプ，水位計，現場における監視・制御系，中央制御室の監視盤及び非常用電源からの
電源供給については信頼性の向上を考慮した設計とする。

監視パネルA 監視パネルB

非常用電源A系※ 非常用電源B系※

動力盤A 動力盤B 制御盤B

P P

監視盤（A系） 監視盤（B系）

A系水位情報、故障情報
A系ポンプ手動操作

B系水位情報、故障情報
B系ポンプ手動操作

給電 給電

集水管類 集水管類

排水配管

水位計排水ポンプ

※非常用DG以外の代替
電源設備からも給電
可能な設計とする。

ピット

MM

制御盤A

ピットエリア
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．２ 排水能力

〇地下水排水設備の排水能力は，設計及び工事計画認可段階（以下，「設工認段階」という。）で防潮堤設置後の予測
解析モデルにて予測解析を実施し，地下水排水設備に集水される湧水量を予測した結果を踏まえ，必要な排水能力
を確認した上でポンプ容量を設定する。

〇予測解析モデルについては，ポンプ容量の設定に用いる解析モデルとして保守的なモデルとなっていることを確認す
る（別紙-10参照）。

〇また，設工認段階で行うポンプ容量の設定においては，過去に降水等によって湧水ピットへの集水量が一時的に増加
した実績も考慮する。
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４． 地下水排水設備の設備要件

４．３ 試験又は検査

〇前述（p.9）のとおり，地下水排水設備は原子力発電所の供用期間の全ての状態において機能維持が必要である。そ
のため，プラント運転中に設備の健全性を確認するため，地下水の排水機能を維持したまま，試験又は検査ができる
ことが求められる。

〇また，７項（p.38）で示すように地下水排水設備は「予防保全」の対象であり，設備点検後にも地下水の排水機能を維
持した状態で，試験又は検査が必要となる。これらの試験又は検査については，排水機能を維持している設備に影響
を与えないように，独立して実施できることを設備要件とする。
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５． 設備要件を踏まえた信頼性向上対策

５．１ 設計上の配慮事項の適用（１／３）

〇４項で整理した地下水排水設備の設備要件を，地下水排水設備（既設）に適用する場合に必要となる信頼性向上対
策を整理した結果を示す。

〇5-1表では，４項で抽出した個々の機能喪失要因に対する配慮事項（4-6表）と地下水排水設備（既設）の設備仕様
を比較した結果として，信頼性向上のために地下水排水設備（既設）に改造が必要な構成部位と対策内容を整理し
た。

〇なお，排水配管は現状その一部が電気建屋に敷設されており，湧水ピットに集水した地下水を電気建屋内の一次系
放水ピットに排水し，海に繋がる放水路へ導く構造となっている。（添付資料４）

〇今後，新たに策定される基準地震動に対して，電気建屋内の排水配管や一次系放水ピットの耐震性を確保すること
が困難な場合には，耐震性を有する排水配管を新規設置する等の対策を施し，地震時及び地震後においても地下水
の排水機能を損なうことがない設計とする。
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５． 設備要件を踏まえた信頼性向上対策

５．１ 設計上の配慮事項の適用（２／３）

5-1表 地下水排水設備（既設）の信頼性確保に必要な対策
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５． 設備要件を踏まえた信頼性向上対策

５．１ 設計上の配慮事項の適用（３／３）

5-2表 地下水排水設備の各構成部位におけるSs機能維持の確認方法と設計方法
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５． 設備要件を踏まえた信頼性向上対策

５．２ 湧水ピットポンプの排水能力

〇４項述べたとおり，地下水排水設備の排水能力は，設工認段階で予測解析を実施し，必要な排水能力を確認した上
でポンプ容量を設定する。また，防潮堤が設置される過程及び設置後において，湧水量を継続的に測定し，上記方針
で設定したポンプ容量が，十分な排水能力の裕度を確保できているか確認を行う。

〇なお，5-3表に示すように，設置許可段階で「設計地下水位の設定方針」の策定を目的に行った暫定の予測解析で
用いた解析モデルを流用し，想定湧水量を導出した結果と，既存の湧水ピットポンプ排水能力の比較では，湧水ピット
ポンプが十分な排水能力の裕度を有する結果となっている。

5-3表 浸透流解析に基づく暫定の想定湧水量と湧水ピットポンプ排水能力
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５． 設備要件を踏まえた信頼性向上対策

５．３ 試験又は検査の実施例

〇地下水排水設備（既設）に対する設計上の配慮事項の適用により多重化した系統及び機器にあっては，各々が独立
した試験又は検査が実施可能である。5-4表に試験又は検査の例を，5-1図には検査項目と範囲を示す。

〇今後，5-1表で示した信頼性向上対策を地下水排水設備（既設）に施し，プラント運転中及び設備点検後に試験又
は検査を実施することで，原子力発電所の供用期間の全ての状態において，地下水排水設備の機能を維持する設計
とする。

5-4表 地下水排水設備に係る試験又は検査の例

5-1図 地下水排水設備の試験又は検査項目と範囲



34

６． 施設区分

６．１ 耐震重要度について

〇設計基準対象施設の耐震重要度は，設置許可基準規則上，その重要度に応じたクラス分類（Ｓ，Ｂ，Ｃ），また，

それらに該当する施設が示されており，地下水排水設備はＳクラス設備及びＢクラス設備のいずれにも該当しない

ため，耐震重要度はＣクラスに分類できる。（添付資料５）
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６． 施設区分

６．２ 安全重要度について

○３項で述べたとおり，地下水排水設備は設置許可基準規則第４条（第39条）への適合に当たり，原子炉建屋等の設

計の前提条件となる地下水位を建屋基礎底面下に保持するために必要であることから，地下水排水設備を 設計基

準対象施設と位置付ける。地下水排水設備は重大事故等に対処するための機能は有していないため，重大事故等

対処施設には位置付けない。

○また，地下水排水設備は設置許可基準規則第２条に示されている「安全機能」を直接果たす構築物，系統および機

器ではなく，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（以下，「重要度分類指針」と

いう。）の「Ⅲ．安全機能の重要度分類」に定められた「安全機能を有する構築物，系統および機器」の何れにも分類

されていない。（添付資料５）

○しかしながら，原子炉建屋等の主要建屋に多数の重要安全施設や重大事故等対処施設が設置されており，各々がそ

の機能を必要とされる通常運転時から重大事故等時まで，原子力発電所の供用期間の全ての状態において，地下

水排水設備の機能維持が必要であることを踏まえ，重要度分類指針を参照し，地下水排水設備の設計上の考慮事

項の程度を確認する。

○重要度分類指針の「Ⅳ．分類の適用の原則」では，所要の安全機能を直接果たす構築物，系統および機器を「当該

系」，当該系が機能を果たすのに必要な構築物，系統および機器を「関連系」とし，関連系については「当該系の機能

遂行に直接必要となる関連系」と「当該系の機能遂行に直接必要はないが，その信頼性を維持し，又は担保するため

に必要な関連系（以下，「間接関連系」という。）に分類している。

○間接関連系について，重要度分類指針の「Ⅳ．分類の適用の原則」には「間接関連系は当該系より下位の重要度を

有するものとみなす」とされているため，地下水排水設備は，原子炉建屋等の主要建屋に設置されている重要安全施

設や重大事故等対処施設の間接間連系と同位の設備として扱い，安全重要度はクラス２相当と位置付ける。
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６． 施設区分

６．３ 施設区分で定まる要求事項（１／２）

〇施設区分の確認結果（耐震Ｃクラス／クラス２相当）から，地下水排水設備に課せられる要求事項を確認し，４項で

検討した設備要件と比較する。

(1) 耐震性

・ 地下水排水設備が耐震Ｃクラスに分類されるのに対し，4-6表で示したとおり，地下水排水設備はSs機能維持

を設備要件としており，４項で定めた設備要件は施設区分から定まる要求事項を満足している。

(2) 設計上の考慮

・ 重要度分類指針の「解説Ⅴ．安全機能を有する構築物，系統及び機器に対する設計上の考慮について」で示さ

れるクラス２の設備に対する設計上の考慮と，４項の4-6表で定めた設備要件を比較した結果，設備要件は地

下水排水設備の施設区分から求められる設計上の考慮を満足していることを，以下のとおり確認した。

①信頼性に対する設計上の考慮

 重要度分類指針では，多重性又は多様性及び独立性を備えた設計，単一故障の考慮，外部電源喪失時の

機能維持の要求を適用する対象は，MS-1の系統並びにPS-1の一部及びMS-2の一部とされている。具体

的には，PS-1のうち原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁，MS-2のうち事故時のプラント状態の把握機能

が示されているが，地下水排水設備の担う建屋の耐震性を維持する機能は，これらと同位に位置付けられる

機能ではない。

 しかし，４項で策定した設備要件では，地下水排水設備が多数の重要安全施設や重大事故等対処施設を

内包する建屋の機能維持に必要であることを踏まえ，多重性や単一故障，非常用電源との接続も考慮して

設備要件を定めている。
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６． 施設区分

６．３ 施設区分で定まる要求事項（２／２）

②自然現象に対する設計上の考慮

 重要度分類指針では，地震以外の想定される自然現象に対する設計上の考慮の要求を適用する対象は，ク

ラス１に加えクラス２のうち自然現象の影響を受けやすいもの等とされている。具体的には，自然現象の影響

を受けやすいものとして，クラス２のうち補助建屋排気筒（PWR）のほか，関連系としてクラス２に相当する建

物等が示されている。ここで，クラス２相当と整理した地下水排水設備は，重要度分類指針にある「関連系と

してクラス２に相当する建物等」と同位の設計上の考慮を適用すべき設備と位置付ける。

 これに対し，４項では地下水排水設備に対する自然現象の影響に配慮した設備要件を定めており，重要度

分類指針でクラス２に求められる設計上必要な考慮事項を満足している。

③電気系統に対する設計上の考慮

 重要度分類指針では，非常用所内電源からも電力の供給が受けられることが要求される対象は，クラス１に

加え，クラス２の一部とされている。具体的には，非常用所内電源への接続が求められるクラス２として，使

用済燃料プール水の補給機能と異常時の対応上特に重要な機能とされ，後者の機能を有するものとして，

事故時監視計器の一部，制御室外からの原子炉停止装置，PWRの加圧器逃がし弁（手動開閉機能）及び同

元弁が示されている。ここで，地下水排水設備の担う建屋の耐震性を維持する機能は，重要度分類指針に

ある「異常時の対応上特に重要な機能」と同位の設計上の考慮を適用すべき設備と位置付ける。

 これに対し，地下水排水設備は非常用電源との接続も考慮した設計としており，重要度分類指針でクラス２

に求められる設計上必要な考慮事項を満足している。
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７． 運用管理・保守管理上の方針

７．１ 運用管理及び保守管理に係る位置付け（１／３）

〇地下水排水設備の運用管理，保守管理に係る事項をＱＭＳ文書に定める。具体的には，運用管理については，必要

な手順を整備したうえで管理していく。また，保守管理については，予防保全対象として管理していく。

(1) 運用管理の方針（案）

・ ＱＭＳ文書において，地下水排水設備が動作可能であることを定期的に確認することを定める。

・ ＱＭＳ文書において地下水排水設備の運転管理方法を定める。

【具体的な対応】

・ 地下水排水設備の運用に係る体制，確認項目，対応等を整備する。

・ 地下水排水設備１系列が動作不能となった場合に，可搬型水中ポンプによる機動的な対応による復旧を行う

ための手順を定める。

【可搬型水中ポンプの配備について】

・ 地下水排水設備は高い信頼性を確保する設計とするものの，それでもなお，地下水排水設備の故障により，

地下水排水設備１系列が動作不能となった場合を想定し資機材として可搬型水中ポンプを配備する。

・ 地下水排水設備は，常時待機状態の緩和系とは異なり，比較的高い頻度での稼働が必要な設備である。

こうした性質を勘案して，機器の故障が発生しても可搬型水中ポンプでの対応が可能となるよう必要台数を

配備する。（7-1表参照）

7-1表 可搬型水中ポンプの配備数
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７． 運用管理・保守管理上の方針

７．１ 運用管理及び保守管理に係る位置付け（２／３）

(2) 保守管理の方針（案）

・ 保全計画の策定では，地下水排水設備をクラス２相当として保全重要度を設定し，その他クラス２設備と同様

に「予防保全」の対象と位置付け管理していく。

・ 地下水排水設備が故障した場合に備え可搬型水中ポンプを確保した上で，機器故障時には原因調査を行い

補修する。

【集水管の内部確認と清掃について】

・ 原子炉建屋等の主要建屋周囲の埋戻土部に，集水管に直接アクセス可能な点検口を複数箇所設けることで，

全ての集水管を定期的に内部点検し，必要に応じて水流や吸引等による管内清掃を行う。（7-1図参照）

・ サブドレンは合成繊維管であり，直接的な目視点検は集水管との接続部に限られるが，岩盤からサブドレンに

流入する湧水は清浄であること，埋戻土由来の土砂類の持ち込みが否定できない集水管に比べて，サブドレン

は設置レベルが150mm高い（添付資料１）ことを踏まえると，流路を全閉塞するような堆積物が生じることは

考え難い。

・ 集水管及びサブドレンの信頼性確保に係る検討については，添付資料６に詳細を示す。
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７． 運用管理・保守管理上の方針

７．１ 運用管理及び保守管理に係る位置付け（３／３）

7-1図 点検口の設置候補箇所



41

７． 運用管理・保守管理上の方針

７．２ 復旧対応の具体的な例

〇地下水排水設備１系列が動作不能となった場合における，復旧用可搬ポンプの運用例を4-5図に示す。

〇地下水排水設備１系列が動作不能の場合は，7-1表で示した復旧用可搬ポンプを設置し，動作不能の１系列の機器

補修を行う。その期間，地下水排水設備１系列が動作可能であれば，湧水ピットの水位を一定の範囲に保持すること

が可能である。

〇上記により２系列動作可能な状態に復帰する。

7-2図 可搬型水中ポンプの運用例
（湧水ピットポンプが動作不能な場合）
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８． 防潮堤を設置した先行炉との比較

〇津波防護を目的に岩着構造の防潮堤等を設置した先行炉のうち，女川原子力発電所２号炉，島根原子力発電所２
号炉では，敷地の地下水を排水する設備を新たに設け信頼性向上を図っている。

〇8-1表では，泊３号炉で信頼性向上対策を施した状態を想定した地下水排水設備と先行炉で地下水を排水する機
能に期待する設備を，設備仕様，設置環境，湧水量等の観点で比較した結果を示す。

〇比較結果より，泊３号炉の地下水排水設備に対して信頼性向上対策を施し，集水機能維持のために集水管の点検
口を設けて保守管理性を確保することにより，泊３号炉の地下水排水設備は，比較項目のうち「地下水の排水を期待
する施設等」や「関連する設置許可基準規則の条項」が類似する島根原子力発電所２号炉と同等の信頼性を確保で
きていることを確認した。
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８． 防潮堤を設置した先行炉との比較

8-1表 先行電力との比較
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既設の地下水排水設備の概要

〇既設の地下水排水設備は,集水機能（集水管およびサブドレン）,支持機能（湧水ピットおよび湧水ピットエリア）,排水
機能（湧水ピットポンプおよび排水配管）,監視制御機能（制御盤および水位計）および電源機能（電源）を有する設備
である。原子炉建屋等の主要建屋の直下およびその周囲に敷設された集水管（硬質ポリ塩化ビニル製有孔管：
φ200mm）とサブドレン（ポリプロピレン樹脂製合成繊維管：φ100mm）を介して地下水を湧水ピットに集水し,湧水
ピットポンプ・配管を介して,海に繋がる放水路へ導く構造となっている。

〇湧水ピット水位が,通常運転範囲の水位を超えるT.P.-4.85m以上に上昇すると,水位センサーが検知して湧水ピットポ
ンプを起動し,T.P.-5.35mまで湧水ピット水位を低下させる。湧水ピットポンプ等の機電設備は,保守点検のルールを
定めて運用しており,定期的な巡視・点検を行っている。

〇また,泊3号炉の建設時,地下水排水設備は基準地震動による地震力に対し耐震性を確保する設計ではなく,地震後
は速やかに状況を確認し必要に応じて設備点検することとしている。

〇地下水排水設備の設備構成イメージを添付1-1図に,電源系,監視・制御系の系統構成概要を添付1-2図に,配置を
添付1-3図に,集水管及びサブドレンの配置と建屋基礎底面のレベルを添付1-4図に,敷設状況断面図を添付1-5
図に,敷設状況写真を添付1-6図に,湧水ピット断面図を添付1-7図に示す。
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既設の地下水排水設備の概要

添付1-1図 設備構成イメージ



46添付資料1

既設の地下水排水設備の概要

湧水ピットエリア

Ｐ Ｐ

集水管

湧水ピットポンプ 水位計

配管

（原子炉補助建屋）

集水管

動力盤A 動力盤B

Ｍ Ｍ

非常用電源A系 非常用電源B系

給電 給電

制御盤

監視パネル

（中央制御室）

水位情報，水位異常高・異常低警報，
ポンプ手動操作

湧水ピット

添付1-2図 電源系,監視・制御系の系統構成概要
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既設の地下水排水設備の概要

添付1-3図 地下水排水設備の配置
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既設の地下水排水設備の概要

添付1-4(1)図 集水管及びサブドレンの配置と建屋基礎底面のレベル
（添付1-3図のＡ-Ａ）

添付1-4(2)図 集水管及びサブドレンの配置と建屋基礎底面のレベル
（添付1-3図のＢ-Ｂ）
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既設の地下水排水設備の概要

添付1-4(3)図 集水管及びサブドレンの配置と建屋基礎底面のレベル
（添付1-3図のＣ-Ｃ）

 

150 

集水管 

サブドレン 

添付1-5図 集水管及びサブドレンの敷設断面図



50添付資料1

既設の地下水排水設備の概要

添付1-6図 集水管及びサブドレンの敷設状況写真（泊3号炉建設時）
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既設の地下水排水設備の概要

添付1-7図 湧水ピット断面図
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原子炉建屋等の主要建屋の設置断面図

〇泊３号炉の原子炉建屋等の主要建は，建設時に岩盤を掘削し設置されており，建屋地下部の側方は主に岩盤や他構造物に囲まれてい

る。添付2-1図の断面指示図による各断面図を，添付2-2図～添付2-5図に示す。

添付2-1図 断面指示図
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原子炉建屋等の主要建屋の設置断面図

添付2-2図 A1-A1断面図

添付2-3図 A2-A2断面図
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原子炉建屋等の主要建屋の設置断面図

添付2-4図 B1-B1断面図

添付2-5図 B2-B2断面図
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地下水排水機能喪失から設計条件逸脱までの猶予時間

1. はじめに

〇地下水排水設備の設備要件を定めるに当たり，地下水の排水機能を全喪失した場合の対応として，補修作業や

代替措置による地下水の排水機能の復旧又は維持には期待しないことを前提条件としている。

〇次項以降では，地下水排水設備（既設）の供用時に，地下水の排水機能を全喪失した想定で，排水機能に期待

できない時間がどの程度継続すると原子炉建屋等の主要建屋に揚圧力が生じ，設計条件を逸脱する可能性が

あるかを「猶予時間」として算出する。

2. 猶予時間の算出

〇猶予時間の算出は，原子炉建屋等の主要建屋の中で最も基礎底面が深く，地下水の排水機能に期待できない

場合に，最も短時間で地下水位が設計条件を逸脱する原子炉補助建屋を対象に行う。算出方法は，設計条件を

逸脱するまでに地下水排水設備（既設）の湧水ピットと集水管で地下水を貯留できる容量（p.56の a.）を想定湧水

量 （p.58の b.）で除して算出する。
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地下水排水機能喪失から設計条件逸脱までの猶予時間

a. 湧水ピットと集水管による貯留可能量
○貯留可能量は，地下水排水設備（既設）により地下水の排水機能が維持された状態において，想定される最も

高い湧水ピット水位を初期水位とし，初期水位で地下水の排水機能を期待できなくなった以降の水位上昇時に、
建屋の設計条件を逸脱するまでの範囲で確実に貯留を見込める容量として算出する。

○具体的には，初期水位として湧水ピット水位高警報の発報水位であるT.P.-4.75mを想定し，原子炉補助建屋の
基礎下端レベルであるT.P.-4.2mまでの範囲で確実に貯留を見込める湧水ピット内容量（約4.5m3）と，同範囲内
にある集水管内容積（約4.8m3 ）の合計9.3m3を貯留可能量とする。（添付3-1図参照）ここで，初期水位では
湧水ピット水位高警報が発報しており，これにより運転員は地下水の排水機能に異常が生じていることを検知する
ため，それ以降に建屋の設計条件を逸脱するまでの時間を猶予時間として算出することは妥当である。
なお，T.P.-4.75mからT.P.-4.2mまでの範囲には，サブドレンも敷設（図番を呼ぶ）されており，サブドレンの開口率
は80%以上であることを踏まえると，集水管と同様にサブドレン内に貯留を期待できる。

○しかし，サブドレンは周囲に透水フィルターを巻いた状態で敷設されており，透水フィルターが水流に対して圧損と
なった場合に，地下水位の上昇から遅れてサブドレン内に地下水が貯留される可能性も考慮し，猶予時間の算出
においては貯留可能量として期待していない。

○また，集水管とサブドレンの周囲に敷き詰めた砕石の隙間にも地下水が貯留されるが，砕石の態様により確実に
貯留に期待できる容積が異なるため，定量的な隙間容積の算出が困難であるため，砕石の隙間も貯留可能量と
して考慮しない。
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地下水排水機能喪失から設計条件逸脱までの猶予時間

T.P. -3.7m

T.P. -5.8M

18
00

T.P. -4.75m 高警報及び待機ポンプ起動レベル

T.P. -4.55m 原子炉補助建屋基礎下の集水管 上端レベル

T.P. -4.0m 湧水ピット天板レベル

T.P. -4.2m 原子炉補助建屋基礎 下端レベル集水管 約9.3m3

添付3-1図 湧水ピットと集水管による貯留可能量
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地下水排水機能喪失から設計条件逸脱までの猶予時間

添付3-1表 猶予時間の算出結果

b. 想定湧水量（暫定の解析結果）
○想定湧水量は，設置許可段階で「設計地下水位の設定方針」の策定を目的に行った暫定の予測解析で用いた

解析モデル（別紙-10 に詳述）を流用して導出した結果である172.1m3/日を用いる。

○添付3-1表に示すとおり，猶予時間の算出結果は約1時間となった。
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地下水排水機能喪失から設計条件逸脱までの猶予時間

3. 猶予時間と排水機能の重要度

〇地下水の排水機能に期待できない状況となった以降，短時間で原子炉建屋等の主要建屋の設計条件（揚圧力を考
慮しない）を逸脱してしまう場合に，排水不能となった原因の除去や代替手段による排水機能の復旧又は維持に必
要な作業を実現するのは，設計条件逸脱までの猶予時間が短くなるほど困難となる。

地下水の排水機能を速やかに復旧できず，原子炉建屋等の主要建屋周囲の地下水位が上昇した状態で地震が発
生すると，原子炉建屋等の主要建屋の耐震性に影響が及ぶリスクがある。この際，設計条件逸脱まので猶予時間が
短いほど，地下水の排水に期待できずに設計条件を逸脱したままとなる時間が長期化するため，建屋の耐震性に影
響が及ぶリスクが顕在化する可能性が高くなる。

従って，地下水の排水機能に期待できない状況下において，短時間で建屋の設計条件を逸脱してしまう場合には，
原子力発電所の供用期間の全ての状態において地下水の排水機能を担う地下水排水設備の重要性は高くなり，求
められる信頼性も高くなる。

〇一方，地下水の排水機能に期待できない状況でも，長期間に渡り原子炉建屋等の主要建屋の設計条件を満足する
状態が継続するのであれば，その期間において地下水が排水不能となった要因の除去や，代替手段による排水機能
の復旧作業を実現できる可能性が高くなるため，相対的には地下水排水設備の重要性は低くなる。

〇泊３号炉では，地下水排水設備（既設）に必要な信頼性向上対策を施し，基準適合性を確保する計画であるが，対
策施工後も添付3-1表で算出した猶予時間（約１時間）は変わらない。約１時間は復旧作業に対して余裕がある算
出結果ではなく，設備要件を定める際の前提条件として，地下水排水設備の機能喪失時に補修作業や代替措置に
より地下水の排水機能を復旧又は維持することには期待せずに，地下水排水設備に課すべき設備要件を定める。
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地下水の排水経路について

１．通常時の排水経路

○地下水排水設備（既設）は，原子炉建屋等の主要建屋の直下およびその周囲に敷設された集水管とサブドレンを

介して地下水を湧水ピットに集水し，湧水ピットポンプ・排水配管を介して，海に繋がる放水路へ導く構造となって

いる。

○添付4-1図に地下水の排水配管が敷設される電気建屋内のイメージ図（現状）を，添付4-2図には屋内外における

通常時の地下水排水経路を示す。

添付4-1図 電気建屋内イメージ図（現状）
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添付4-2(1)図 屋内の排水経路（通常時）

原子炉補機冷却海水系統

地下水排水配管

電気建屋
（T.P.＋2.3m)

原子炉補助建屋
（T.P.＋2.8m)

原子炉建屋
（T.P.＋2.3m)

原子炉補機冷却海水放水路

一次系放水ピット

PN

電気建屋
（基礎部）

電気建屋

原子炉補助建屋

原子炉建屋

PN

KEYPLAN

湧水ピットエリア
（T.P.－3.7m)

:排水の流れ

添付資料4

地下水の排水経路について
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添付4-2(2)図 屋内の排水経路（通常時）

添付資料4

地下水の排水経路について
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添付4-3図 建屋内の排水経路（地震時）

添付資料4

地下水の排水経路について

原子炉補機冷却海水系統

地下水排水配管

電気建屋
（T.P.＋2.3m)

原子炉補助建屋
（T.P.＋2.8m)

原子炉建屋
（T.P.＋2.3m)

原子炉補機冷却海水放水路

一次系放水ピット

PN

電気建屋
（基礎部）

電気建屋

原子炉補助建屋

原子炉建屋

PN

KEYPLAN

湧水ピットエリア
（T.P.－3.7m)

:排水の流れ

電気建屋開口部 (T.P.＋10.4m)

敷地内へ排水

閉塞により排水不可

2．地震時の排水経路

○地震により原子炉補機冷却海水放水路や放水路が閉塞し，地下水の排水が期待できない場合には，添付4-3図

のように一次系放水ピット上部に設けた電気建屋開口部から敷地（防潮堤なし）に地下水を排水し，敷地を流下

した地下水が直接海に排水される経路を想定していた。

○防潮堤の設置後は敷地を流下した地下水を直接海に排水する経路には期待できないが，添付4-4図に示すとおり，

防潮堤下に設ける3箇所の構内排水設備を介して海に排水可能である。
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添付4-4図 屋外の排水経路（地震時）

添付資料4

地下水の排水経路について
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

1. 設置許可基準規則における耐震重要度分類

耐震重要度分類指針の観点から地下水排水設備に関する信頼性向上について以下のとおり整理を行った。

設置許可基準規則における耐震重要度分類の考え方を添付5-1表に示す。

○設計基準対象施設の耐震重要度は，設置許可基準規則上，その重要度に応じたクラス分類（Ｓ，Ｂ，Ｃ），また，

それらに該当する施設が示されており，地下水排水設備は，Ｓクラス設備およびＢクラス設備のいずれにも該当

しないため，Ｃクラスに分類できる。

○本編４項に示した地下水排水設備の設備要件に係る分析結果を踏まえ，原子炉建屋基礎等の間接支持構造物

としての機能を確保する観点から，地下水排水設備の耐震性については，間接支持構造物に要求される耐震性

（Ｓｓ機能維持）を考慮する。

○以上より，地下水排水設備の耐震重要度分類については，耐震Ｃクラスに分類し，基準地震動Ｓｓに対して機能

維持させる設計とする。
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

添付5-1表 設置許可基準規則における耐震重要度分類の考え方
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

2. 設置許可基準規則における安全機能

○設置許可基準規則第２条の観点から，地下水排水設備について以下のとおり整理を行った。

・ 地下水排水設備は，設置許可基準規則第２条に示されている安全機能を直接果たす構築物，系統および機器

ではない。

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準
に関する規則における定義

第二条
五「安全機能」とは，発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な機能であって，次に掲げるものをいう。

イ その機能の喪失により発電用原子炉施設に運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生し，これにより
公衆又は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがある機能

ロ 発電用原子炉施設の運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の拡大を防止し，又は速やかにその事故を
収束させることにより，公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止し，及び放射性物質が発電用
原子炉を設置する工場又は事業所（以下「工場等」という。）外へ放出されることを抑制し，又は防止する機能
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

3. 安全機能の重要度分類
〇地下水排水設備が有する機能に着目し，設備の位置付けについての観点から発電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審査指針（以下「重要度分類指針」という。）に基づく整理を行った。

〇地下水排水設備が有する機能について安全機能の重要度分類指針における位置付けを確認した結果，以降に
示すとおり，「安全機能を有する構築物，系統及び機器」の何れにも分類されていないことを確認した。

(1) 安全機能の区分

・ 安全機能を有する構築物，系統および機器は，それが果たす安全機能の性質に応じて，次の２種に分類される。

① その機能の喪失により，原子炉施設を異常状態に陥れ，もって一般公衆ないし従事者に過度の放射線被ばくを

及ぼすおそれのあるもの（異常発生防止系。以下「PS」という。）。

② 原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，又はこれを速やかに収束せしめ，もって一般公衆ないし

従事者に及ぼすおそれのある過度の放射線被ばくを防止し，又は緩和する機能を有するもの（異常影響緩和系。

以下「MS」という。)。

(2) 重要度分類

〇重要度分類指針では，PSおよびMSのそれぞれに属する構築物，系統および機器を，その有する安全機能の重

要度に応じ，それぞれクラス１，クラス２およびクラス３に分類している。安全上の機能別重要度分類を添付5-

2表に示す。
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

添付5-2表 安全上の機能別重要度分類
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

(3) 地下水排水設備の重要度分類上の位置付け
・ 重要度分類指針の分類に基づき，地下水排水設備の位置付けを整理した結果，『安全機能を有する構築物，

系統および機器』の何れにも分類されていない。
・ 安全上の機能別重要度分類に係る定義および機能と地下水排水設備の位置付けを添付5-3表～

添付5-5表に示す。

添付5-3表 安全上の機能別重要度分類に係る定義および機能と地下水排水設備の位置付け
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

添付5-4表 安全上の機能別重要度分類に係る定義および機能と地下水排水設備の位置付け
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現行の重要度分類上の位置付けの整理

添付5-5図 安全上の機能別重要度分類に係る定義および機能と地下水排水設備の位置付け
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

1. はじめに
〇集水機能を担う集水管（硬質ポリ塩化ビニル製有孔管：φ200mm）およびサブドレン（ポリプロピレン樹脂製合成繊維管：φ100mm）は，

通水面積の減少等による機能喪失リスクを考慮する必要がある。そのため，集水管およびサブドレンの設置状況や保守管理性を踏まえ，
機能喪失に至る可能性のある事象を挙げ，それらに対する対応の考え方を添付6-1表に整理した。

添付6-1表 集水機能の喪失要因と対応の考え方（1/2）
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

添付6-1表 集水機能の喪失要因と対応の考え方（2/2）

〇以上より，土砂流入をはじめとして，機能喪失への影響が想定される事象は，設計（耐久性・耐震性の確保）並びに保守管理により
対処し集水管およびサブドレンの機能を維持することが可能である。
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

添付6-1図 カメラ付噴射ノズル

2. 集水管の保守管理手法
〇前項に示す機能喪失事象の整理により，集水管の保守管理の重要性が抽出されたことから，集水管の敷設

状況等を踏まえた保守管理手法を検討した。

(1) 内部点検および管内清掃
・ 現在，泊発電所では集水管の内部点検と管内清掃を実施する装置として，農業用の暗渠管向けに開発された

管内清掃装置の採用を検討している。装置の概略を以下に示す。

①装置の構成
・ 装置は高圧ポンプユニット，耐圧ホース（ホースリール），カメラ付噴射ノズルにて構成され，先端のノズル後方

から噴射される高圧水によって装置の推進力を生むと同時に噴射された高圧水により管内清掃を行う構造で
ある。

②カメラ付噴射ノズル
・ カメラ付噴射ノズルの首を振ることで進入方向を選択できることが特徴であり，曲がり易さを優先して噴射

ノズルを設計している。
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

③推進距離
・ 噴射ノズル外径との遊びが少ない場合（配管系φ100）に，直管に対して推進距離が300mまでの実績がある。

遊びが少なければ噴射の反力が推進力として効率的に利用されるが，配管径が大きくなると遊びも大きくなる
ため挿入距離は変わる。

④モックアップによる検証
・ 管内清掃装置の実機適用性を確認するため，地下水の集水管敷設ルートを模擬したモックアップ検証を実施し

た結果を示す。添付6-2図に示す集水管内ルートを想定し，添付6-3図の試験装置を用いて管内清掃装置の
実機適用性を確認した結果，モックアップ検証で設定した全てのルートで集水管全範囲に渡る内部確認及び清
掃，管内清掃装置の回収が可能であることを確認している。

添付6-2図 モックアップ試験装置の集水管想定範囲
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

添付6-3(1)図 モックアップ試験装置の全景（ルート１）

 

添付6-3(2)図 モックアップ試験装置の全景（ルート２）

 

添付6-3(3)図 モックアップ試験装置の全景（ルート３）
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

添付6-3(4)図 管内清掃装置進行時の様子
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

(2) 点検頻度
・ 今後，定期検査毎に管内清掃装置を用いた集水管内部点検を計画し，清掃の実績踏まえて適宜点検頻度

を検討する。

(3) 集水管の点検口
・ 管内清掃装置による集水管の清掃を確実にするため，カメラ付噴射ノズルを挿入するためのアクセス開口

（点検口）を複数設ける計画である。点検口は添付6-4図（別紙11-5図と同じ）に示す埋戻土下部の集水
管敷設範囲角部（曲り部）に設けることを検討している。

添付6-4図 点検口の設置候補箇所
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

3. 地下水の水質分析結果
〇泊３号炉周辺の地下水位観測孔から地下水を採取し，水質を確認した結果，地下水は清浄であり，腐食性を示す

水質であるため，現時点において集水管およびサブドレン内に各種スケールが大量に生成される水質ではないこと
を確認している。

〇以降に，採水を行った地下水位観測孔や採水方法，確認項目毎の水質分析結果を示す。

(1) 採水位置
・ 泊発電所の地下水位観測孔のうち，集水管およびサブドレンに近接している３箇所から地下水を採水し水質

分析を実施した。

添付6-5図 採水位置図

No.7

No.8

No.9
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

(2) 採水方法

〇地下水位観測孔の地下水は，極力地山中の新鮮な地下水を汲み上げるため，採水する前日にあらかじめ孔内

に溜まっている水を汲み上げておき，あらたに流入してきた地下水を汲み上げるようにした。

No.7 No.8 No.9

添付6-6図 採水した試料
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集水管およびサブドレンの信頼性確保に係わる検討

(3) 水質分析試験結果
〇地下水の水質分析結果を添付6-2表に示す。水質分析の試料となった地下水は清浄であり，腐食性を示す水

質であるため，現時点において各種スケールが大量に生成される水質ではないことを確認した。No.9の電気伝
導率が大きい原因は，海洋からの水しぶき等により敷地に飛散した塩分を含有しているためと推定される。

〇なお，地下水位観測坑から採水し，ランゲリア指数を分析したのは添付6-3表で示した令和３年２月が初めて
であったことから，一定時間経過後にも結果が著しく変化しないことを確認するため，令和４年２月に同じ箇所
で採水した試料に対する水質分析結果は添付6-3表のとおりであり，令和３年２月の分析結果と同様に，ラン
ゲリア指数は腐食性を示す結果となっている。

添付6-2表 地下水の水質分析結果（令和3年2月25日 採水）

添付6-3表 地下水の水質分析結果（令和4年2月16日 採水）


